
１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
　　　２　職員数は、平成19年4月1日現在の人数である。

（３）特記事項
本市の財政状況などから人件費の総額を抑制するために、

給料、住居手当、通勤手当及び期末勤勉手当の役職加算の率について引下げを実施。

（４） ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

（５）給与改定の状況 ※人事委員会を設置していないため、記載しておりません。

①月例給

　　　

19年度

19年度
1,301

千円

8,462,554 6,505 6,509

千円 千円

一人当たり給与費　　計　　Ｂ 給与費 B/A

（参考）類似団体平均給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

人　

73,893,069169,156

人

給　 料 職員手当

千円 千円

円

A

5,351,798

　　　　　千円

　年度 円

民間給与区　　分

人事委員会の勧告

A-B

較差

％

（　　　　　　　％）

勧　告

B

円

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラス
   パイレス比較した平均給与月額である。

19.2

職員数

　　　　　　Ａ

公務員給与

％ ％

（改定率）

（参考）

　　　　　　　　　　　％

1,063,480 2,047,276

期末・勤勉手当

給　与　改　定　率

実 質 収 支

区　　分

17.2

　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％

287,864 12,737,939

（参考）

Ｂ／Ａ

人 件 費 率

平成18年度の人件費率

区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（19年度末）

帯広市の給与・定員管理等について

人 件 費

　　　　　　Ｂ

国　の　改　定　率

(H15)
98.3

(H15)
101.6 (H15)

100.7

(H20)
98.3

(H20)
99.1

(H20)
96.6

90

95

100

105

帯広市 類似団体平均 全国市平均
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②特別給

　　　

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２０年４月１日現在）

　　 ①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

円 円

円 円

円 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成17年～平成19年の3ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、帯広市のデータは正規職員のみであり、民間のデータには

非正規雇用職員が含まれているため、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に

　　支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

1.9うち用務員

1.75,817,372

6,290,484

うち学校給食員 3,368,800

－

うち清掃職員 4,170,0005,817,976 1.4

平均給与月額

401,591341,50045.0

Ｃ/Ｄ

年 収 ベ ー ス （ 試 算 値 ） の 比 較

帯広市

3,227,400

国

類似団体

43.9

41.1

区　　分

北海道

平 均 年 齢 平均給料月額

－ －

帯広市

区　　分 民間の支給 公務員の 較差

　年度 月

328,169

344,481

人事委員会の勧告

支　給　月　数

国　の　年　間

月 月 月

割合　　　　　　A 支給月数　　　B

年間支給月数

（参考）

A-B （改定月数）

勧　告

月 月

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の
　　支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。

平均給与月額

（国ベース）

区　　分

385,612

376,548

-387,506

397,316

325,113

43.3

公務員
（Ｃ）

民間
（Ｄ）

380,922413,075

参 考

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 － － － －

－ － － －

－ － － －

用務員 53.9 225,900 1.7

調理士 43.4 244,800 1.5

廃棄物処理業従業員 43.6 299,700 1.2

－ － － －

民 間 参 考

対応する民間
の類似職種

平均年齢
平均給与月額

(Ｂ)
Ａ/Ｂ

43.7

49.5

47.9

公 務 員

職員数

うち清掃職員

帯広市

うち学校給食員

うち用務員

北海道

国

類似団体

356,881333,100

352,600

320,363

384,477

354,211

－

323,531

380,532

359,880

320,623

344,698

284,679

362,836

平均給与月額
（国ベース）

372,165

347,790

353,256

196

区　　分

51

21

34

1,304

182

平均年齢

45.3

40.8

平均給与月額
(A)

379,635

364,473

48.9

46.0

平均給料月額

339,000

312,200

4,784
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　　 ③高等学校教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成20年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

      　 ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間

　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

（２） 職員の初任給の状況（平成２０年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２０年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

-

-

306,450

259,567

262,167

高　校　卒

経験年数１５年

129,592

308,511

技能労務職

一般行政職

技能労務職

教　育　職

一般行政職
大　学　卒

高　校　卒

140,100

339,700

138,400

307,020

304,258

382,236

-

-

北海道 国

159,285

129,592

-

経験年数２０年

181,200

-

-
-

-

教育職 - -高　校　卒

-
高　校　卒

帯広市

123,900

-

376,500

大　学　卒

区　　　　　分

42.3 359,195
370,473

帯広市 43.7

区　　分

大　学　卒

-大　学　卒

経験年数１０年

高　校　卒

区　　　　分

-

高等学校

41.8
415,675

138,400

中　学　卒

高　校　卒 -

270,057

243,800

中　学　卒

-

170,200

類似団体

平均給与月額平 均 年 齢 平均給料月額

北海道

427,420

415,607
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成２０年４月１日現在）

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

（注）１　帯広市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

          ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

※平成１９年度に９級制から８級制に変更している。（旧給料表の３級及び４級を統合）

（２）昇給への勤務成績の反映状況

４級
28.3%

部長
　　　　　　　　人

24

次長

係長

16.0%

12.0%

　　　　　　　　人

55

　　　　　　　　人

4.6%

75

31

　　　　　　　　人
課長

11.0%

６級

５級 課長補佐

８級
3.5%

8.1%

職員数

１．勤務成績の評定の実施状況
　　地方公務員法第４０条に基づき、毎年１月１日を評定日として勤務成績の評定を実施。（内容の詳細については、帯広市職員初
任給、昇給、昇格等の基準に関する規則を参照。）
　なお、現在、新たな人事評価制度の設計・運用に向けて検討中。
２．昇給への勤務成績の反映状況
　　新たな人事評価制度について検討中であることから、従前の特別昇給基準に照らして、一定の時期に所属長の勤務評定を受け
る機会を設け、その評定結果に基づき、昇給区分を決定。

　　　　　　　　人
３級 主任

193

　　　　　　　　人

109

82

　　　　　　　　人

区　　分 構成比

16.5%
２級

112
主任補

１級

７級

係員

標準的な職務内容

　　　　　　　　人

１級, 8.1% １級, 4.5% １級, 4.4%

２級, 16.5% ２級
17.4%

２級
15.1%

３級, 16.0% ３級
17.8%

３級
7.6%

４級, 28.3% ４級, 30.8%

４級, 8.9%

５級
11.0%

５級
9.6%

５級
34.7%

６級
12.0%

６級
11.8%

６級
9.4%

７級, 11.4%

７級, 4.3%７級, 4.6%
８級, 3.5% ８級　3.7%

８級, 5.3%

９級　3.1% ９級　3.1%
９級, 3.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２０年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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４　職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当（平成２０年４月１日現在）

１人当たり平均支給額（平成19年度）

千円 千円

（平成19年度支給割合） （平成19年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 19年度 凍結

20年度 凍結

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（２） 退職手当（平成２０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2～20％加算） （2～20％加算）

１人当たり平均支給額　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成19年度に退職した職員に支給された平均額である。

（３） 地域手当

（平成２０年４月１日現在） ※帯広市における支給率は0％である。

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

（２２年度の制度完成時） ※支給率0％のため、規定なし

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度

　　　　から支給率を段階的に引き上げることとしている。

23.50

47.50

1.45

国の制度（支給率）

0.75

北海道

・役職加算　5～20％　・管理職加算　10～25％

国

（加算措置の状況）

国

3.0
1.6

・役職加算　5～20％　・管理職加算　10～25％

1.5
0.75

1.45

１．勤務成績の評定の実施状況
　地方公務員法第４０条に基づき、毎年１月１日を評定日として勤務成績の評定を実施。（内容の詳細については、帯広
市職員初任給、昇給、昇格等の基準に関する規則を参照。）
　なお、現在、新たな人事評価制度の設計・運用に向けて検討中。
２．勤勉手当への勤務実績の反映状況
　新たな人事評価制度について検討中であり、成績率に差を設けず、一律の支給（７２．５／１００）を行った。

帯広市

（平成19年度支給割合）

0.75

41.34
23.50
33.50

円支給職員１人当たり平均支給年額（平成19年度決算）

支給対象職員数

59.28

国の制度（支給率）

26,393

363,030

2,541

支給率支給対象地域

3

支給率支給対象地域

14

4

3

59.2859.28
59.28

47.50
59.28 59.28

30.55 30.55
41.3433.50

・H20.6～H23.12までは手当基礎額から役職段階別加算額の3分の1を減額

1,567 1,672

3.03.0

―

3

１人当たり平均支給額（平成19年度）

1.6

14東京都（特別区）

支給実績（平成19年度決算）

帯広市

札幌市等

1.6

16,326
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（４）特殊勤務手当（平成２０年４月１日現在）

千円

　円

　％

清掃事業課で該当する
業務に従事する職員

○動物園で行う獣医師の業務
○動物園で常時動物を飼育する業
務

農村振興課等で該当す
る業務に従事する職員

放射線を動物に照射する作業に従
事する獣医師等

道路維持課、公園と花
の課等で該当する業務
に従事する職員

○高さ10ｍ以上の不安定な箇所で
行う作業、点検等
○施設の維持修繕等における危険
作業（屋根上で行う雪下ろし、危
険器具使用等）
○交通を遮断しないで行う道路の
維持修繕等

支給職員１人当たり平均支給年額（平成19年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成19年度）

手当の種類（手当数）

○ダンプ等の特殊車両又は作業機
械付きトラックの運転
○大型バス又はマイクロバスの運
転

学校給食共同調理場において高温
多湿な環境で行う調理作業又は危
険な大型調理具等を使用する作業

○感染症の発生又は恐れがある場
合の収容作業又は防疫業務等
○野犬等の捕獲業務

行旅死亡人又は生活保護受給者で
身寄りのない人の死亡に係る家屋
整理を含む一連の業務

生活保護の現業業務に従事する職
員

保健師又は保健課に勤務する看護
師若しくは理学療法士

市税、国民健康保険料、介護保険
料、市営住宅使用料又は季節労働
者貸付金の徴収義務

○土地の取得若しくは収用、換地
又はこれらに付随する補償のため
の交渉業務

日額840円

主な支給対象業務

道路維持課、庶務課等
で該当する業務に従事
する職員

日額250円

44,896

79,321

34.6

学校給食調理場で該当
する業務に従事する職
員

日額170円

○ごみの処理作業
○犬、猫等の動物の死体処理作業

日額330円
日額200円

日額310円
日額260円

日額370円

15

日額240円
日額400円

1件3,500円

左記職員に対する支給単価

日額300円
日額200円

日額300円
日額200円
日額300円

日額170円

日額400円

日額180円

1回250円
1回240円
日額600円
日額860円

2時間以上　日額300円
2時間未満　日額150円

5時間以上　日額1,200円
5時間未満　日額800円

空港事務所、広野小学
校、清川小学校又は川
西分遣所に勤務する職
員

深夜（午後10時から翌日の午前5時
まで）における除雪又は排雪、水
害、火災、地震等の現場復旧作業
（消防職員を除く）

○火災・救助現場又は救急現場へ
出動する消防車、救急車等の運転
○火災・救助現場又は救急現場へ
出動して行う消火作業等又は救急
業務
○隔日勤務
○2直交替勤務

○深夜（午後10時から翌日の午前5
時まで）における消火作業

納税課、国保課、介護
保険課、住宅課、労働
消費課で該当する業務
に従事する職員

主な支給対象職員

5.行旅死亡人等取扱手
当

保護課で該当する業務
に従事する職員

6.放射線取扱手当
動物園で該当する業務
に従事する職員

道路用地課、建築指導
課で該当する業務に従
事する職員

保健師、看護師、理学
療法士

動物園で該当する業務
に従事する職員

手当の名称

空港事務所、広野小学校、清川小
学校又は川西分遣所に勤務する職
員

15.特地業務手当

道路維持課で該当する
業務に従事する職員

消防で該当する業務に
従事、勤務する職員

支給実績（平成19年度決算）

4.保健衛生手当

13.消防業務手当

9.動物取扱業務手当

11.市税等徴収手当

12.用地交渉等手当

10.医療業務手当

3.清掃業務手当

7.特殊車両取扱手当

2.高温多湿作業手当

1.危険現場手当

14.深夜業務手当

8.社会福祉業務手当
保護課で該当する業務
に従事する職員
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（５）時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（６）その他の手当（平成２０年４月１日現在）
支給実績

（平成19年度決算）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

186,117

172

185,857

234,452

111,103

（平成19年度決算）

79,15587,149

115,881

182,873

児童手当

教員特別手当

満9歳年度の児童を持つ職員に、一

定の要件の下、2人目まで1人5,000
円/月、3人目以降1人10,000円を支
給。

借家等　19,000円を限度に支給。

持家　6,900円。

交通機関利用者　55,000円を限度
に支給
自動車その他交通用具利用者　通
勤距離に応じた段階別定額を支給

課長補佐職から部長職の特定した
級号俸に定率を乗じ支給
部長職　73,000円　調整監（次長

職）　59,400円　課長職　54,600
円　課長補佐職　45,300円

扶養手当

住居手当

通勤手当

管理職手当

部長職（1種及び2種）　10,000円
次長職（3種）　　　　　8,000円
課長職（4種及び5種）　6,000円
課長補佐職（6種）　　　4,000円

夜間勤務手当

管理職員
特別勤務手当

同じ
深夜に勤務した場合1時間につき

25/100

世帯主である職員
　扶養親族のある職員
　　　　　月額26,380円
　扶養親族のない職員
　　　　　月額14,580円
その他の職員
　　　　　月額10,340円
11月～翌年の3月までの5ヶ月

　　（H20まで経過措置あり）

休日に勤務した場合1時間につき

135/100

23,000円に距離に応じ加算。単身赴任手当

寒冷地手当

休日勤務手当

職員１人当たり平均支給年額（平成 19年度決算） 184

内容及び支給単価 異なる内容
国の制
度との
異同

異なる

国）
借家等　27,000
円を限度に支
給。
持家　2,500円。

異なる

支 給 実 績 （ 平 成 19 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 平 成 18 年 度 決 算 ）

国の制度と

職員１人当たり平均支給年額（平成 18年度決算）

手　当　名

配偶者13,000円
扶養親族2人まで　1人　6,000円
　（扶養親族でない配偶者を有す
る場合、1人目6,500円）

扶養親族3人目以降　1人6,000円
配偶者なし扶養親族1人目　11,000
円
満16歳の年度当初から満22歳の年

度末までの子1人につき、5,000円
を加算。

同じ

国）
自動車その他交
通用具利用者に
対し、通勤距離
に応じ支給

同じ

教育職員の人材確保に関する特別
措置法の趣旨に沿うための手当
で、職務の級号俸に応じて定めた
額を支給。

128,057

185,163

31,630

637,626

同じ 1,512 756,000

国）
調整基本額×調整
率

異なる 157,494

110,421

105,800

同じ 82,420 206,567

同じ 128,759

支給職員１人当たり

同じ 9,629

同じ

平均支給年額

22,854 126,265

2,098
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５　特別職の報酬等の状況（平成２０年４月１日現在）

（参考）類似団体における最高／最低額

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ － 円 ）

円 円 ／ 円

（ － 円 ）

円 円 ／ 円

（ － 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

在職月数１月につき45/100

在職月数１月につき37.5/100

廃止

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。
        ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）
           勤めた場合における退職手当の見込額である。

６　職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

総務 事務事業の見直し、機械化

税務
労働 事務事業の見直し
農林水産

事務事業の見直し
業務増

民生 機構改革、事務事業の民間移譲
衛生 機構改革

＜参考＞

人口1万人当たり職員数 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

事務事業の見直し

出張所統廃合
＜参考＞

人口1万人当たり職員数 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

機構改革
機構改革
後期高齢者制度導入

＜参考＞

人口1万人当たり職員数 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

57

199
69

153
237
99

26

△ 8

742,500
825,000

65水道

収 入 役

備　　　　考

計

土木
26

議会

合　　計

1,030,000

1,302

1,450

　公
　営会
　企計
　業部
　等門

△ 10
76.38

222
237

49.84

807,500

平成20年

　　（平成19年度支給割合）

24

655,500

廃止

46 0

843

69

580,000

470,000

46
2

4.45

3

一般職に同じ

0

下水道

[1,442][1,466]

その他
148

84.89[ △22]

59

1,292

25 △ 1
△ 6

消防部門

小　計

議 員

普
通
会
計
部
門

副 市 長

商工

教育部門

一
般
行
政
部
門

△ 15

市 長

副 市 長

副 議 長

市 長

議 長

△ 1

対前年
増減数

区 分

議 長

－

収 入 役

報

酬

714,000

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

小　計

寒冷地手当（議会除く）

副 議 長

議 員

退
職
手
当

期
末
手
当

1111

843

154

0

1
△ 2

1,436 △ 14

60 3
△ 4144

229

118
222

220 △ 2

19

給

料
副 市 長

市 長 875,500

給 料 月 額 等

△ 2

主 な 増 減 理 由

0

職 員 数

平成19年

197

退職した日から起算
して１月以内

14,400,000

－

21,147,000

420,000

892,400

833,600

4.45

　　（平成19年度支給割合）

510,000

400,000617,500

1,080,000

500,000

715,000

680,000
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（２）年齢別職員構成の状況（平成２０年４月１日現在）

　

（３）定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

※下記記載の第二次帯広市行財政改革実施計画における平成17年度目標数値を記載。

（参考）第二次帯広市行財政改革実施計画における定員管理の数値目標（数・率）

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。
　　　２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を示す。
　　　４　記載している数値は、帯広市定員適性化計画に基づいた一部事務組合等他団体も含む実績である。

～

40歳

108

人

43歳

9

人 人

43 90

人

23歳 27歳 39歳

区　分

20歳

計画期間

始　期 終　期

平成21年4月1日

1,602
一般行政

以上

人

179

純減率純減数

人

～

59歳

人

47歳 51歳

人

55歳

人

148

１７年 １９年

139 126

平成22年4月1日

１８年

97

数値目標

35歳

～ ～

31歳

人

28歳

△ 51

職員数

20歳

～

（実績）

未満

～

平成17年4月1日

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

１７年

当初計画

～

―
△ 32△ 24

1,527 1,482
△ 13 △120　（87.6％）

３年目２年目

1,551 1,495
増 減

職 員 数

～ ～ ～

60歳44歳 48歳 52歳

計

56歳32歳 36歳24歳

人

1,436246 9

人

242

人

（参考）

1,602 1,465 △ 137 8.6

20年

平成16年4月1日

17年～19年
計１年目

163人の減

職員数※ 職員数

数値目標

△137

1,465

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

構成比

５年前の構成比

%
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７　公営企業職員の状況
（１）水道事業

① 職員給与費の状況
ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
       　２　職員数は、平成20年3月31日現在の人数である。

イ　 特記事項

本市の財政状況などから人件費の総額を抑制するために、

給料、住居手当、通勤手当及び期末勤勉手当の役職加算の率について引下げを実施。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２０年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（平成19年度）

千円　 千円　

（平成19年度支給割合） （平成19年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算 19年度 凍結 ・役職加算 19年度 凍結

20年度 凍結 20年度 凍結

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成２０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2～20％加算） （2～20％加算）

１人当たり平均支給額　　 千円 千円 １人当たり平均支給額 　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成19年度に退職した職員に支給された平均額である。

9.4

41.34

1,567

1.45

30.5523.50

一般行政職

1.6 0.75
3.0

33.50

6,599

8.0

　　　　給与費 　　B/A

7,457,246 430,002 597,994

26,393

47.50
59.28

41.34
59.28
59.28 59.28 59.28

47.50 59.28

3.0
1.6

1.45
0.75

16,326- -

33.50

帯広市水道事業

23.50 30.55

Ａ

1,640

一般行政職

45.5 374,552

371,425

帯広市水道事業

団 体 平 均

550,916

571,242

47.9

１人当たり平均支給額（平成19年度）

6,87464 273,673

事 業 者

帯 広 市

43,693 104,953 422,319
19年度

（参考）市町村水道事業一人当たり給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

一人当たり給与費

千円千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

区　　分

区　　分

19年度
　　　　千円 千円　

める職員給与費比率

職員給与費比率

Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ

18年度の総費用に占

総費用に占める

　質収支

総費用 純損益又は実

平　均　年　齢

％

人

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当

千円　

職員数

　　　　　　区　　分 平均月収額

　　計　　Ｂ

％

基本給

期末・勤勉手当
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ウ　地域手当 ※該当無し

（平成２０年４月１日現在）

千円

   円

一般行政職の制度（支給率）

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

（２２年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。

エ　特殊勤務手当（平成２０年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

支給率

支給実績（平成19年度決算）

支給対象地域 支給対象職員数

職員１人当たり平均支給年額（平成 19 年度決算）

2.料金等徴収手当

支給対象地域 支給率

168

10,888

料金課等で該当す
る業務に従事する職
員

水道料金、下水道使用料の徴収

日額300円
日額300円、ﾏﾝﾎｰﾙ500円

日額300円

主な支給対象業務

41,917

4

56.3

左記職員に対する支給単価

○道路上の作業
○交通を遮断しないで行う道路の維
持修繕又はマンホール等の作業
○地上10ｍ以上の高架水槽の検定
及び簡易専用水道の検査

日額170円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成19年度決算）

支給実績（平成19年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成19年度）

手当の種類（手当数）

給排水課、水道施
設課等で該当する
業務に従事する職
員

1,509

主な支給対象職員

1.危険現場手当

手当の名称

194

一般行政職の制度（支給率）

支 給 実 績 （ 平 成 18 年 度 決 算 ）

職員１人当たり平均支給年額（平成 18 年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成19年度決算）

1回800円

9,172

○給水停止処分
○異常水量等の調査認定
○水質の管理（日曜日勤務を含む）

予測されない不時の事故の出勤

支 給 実 績 （ 平 成 19 年 度 決 算 ）

4.特殊時間勤務手当

3.特殊業務従事手当

料金課、給排水課、
水道施設課等で該
当する業務に従事
する職員

給排水課、水道施
設課等で該当する
業務に従事する職
員

1回200円
日額300円
日額180円
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カ　その他の手当（平成２０年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

④定員管理の数値目標及び進捗状況

全会計で一括して策定しているため、公営企業としての策定分はないもの

    →6(3)②を参照

（２）下水道事業

① 職員給与費の状況
ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
          ２　職員数は、平成20年3月31日現在の人数である。

イ　 特記事項

本市の財政状況などから人件費の総額を抑制するために、

給料、住居手当、通勤手当及び期末勤勉手当の役職加算の率について引下げを実施。

19年度
　　　　千円 千円　 千円　

千円 千円 千円

一人当たり

2.4% 3.1

千円

区　　分

人 千円 千円
19年度

26 112,443 20,599

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　　　千円

9,566,178

（参考）市町村下水道

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A 事業一人当たり給与費

91,573 231,488

千円同じ

785

10,208

同じ

千円

千円

千円同じ

満9歳年度の児童を持つ職員に、一定の要件

の下、2人目まで1人5,000円/月、3人目以降

1人10,000円を支給。

職員給与費比率

％

　質収支

同じ

課長補佐職から部長職の特定した級号俸に
定率を乗じ支給
部長職　73,100円
次長職　59,300円　課長職　55,100円
スタッフ課長職　51,300円　課長補佐職

46,000円

世帯主である職員
　扶養親族のある職員
　　　　　月額26,380円
　扶養親族のない職員
　　　　　月額14,580円
その他の職員
　　　　　月額10,340円
11月～翌年の3月までの5ヶ月

　　（H20まで経過措置あり）

％

Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ

18年度の総費用に占

課長補佐職から部長職の特定した級号俸に
定率を乗じ支給
部長職　73,000円　調整監（次長職）

59,400円　課長職　54,600円　課長補佐職

45,300円

借家等　19,000円を限度に支給。

持家　6,900円。

交通機関利用者　55,000円を限度に支給
自動車その他交通用具利用者　通勤距離に
応じ定額を支給

一般行
政職の
制度と
の異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

手　当　名 内容及び支給単価

6,414

3,687

同じ

同じ

平均支給年額

（平成19年度決算）

支給実績

（平成19年度決算）

支給職員１人当たり

243,048

114,534

70,895

631,500

109,897

98,125

5,684

7,033

千円

扶養手当

住居手当

通勤手当

管理職手当

寒冷地手当

児童手当

める職員給与費比率

6,760

区　　分 総費用 純損益又は実 総費用に占める

6,85842,718 175,760

Ａ

職員数
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② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２０年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（平成19年度）

千円　 千円　

（平成19年度支給割合） （平成19年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算 19年度 凍結 ・役職加算 19年度 凍結

20年度 凍結 20年度 凍結

イ　退職手当（平成２０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2～20％加算） （2～20％加算）

１人当たり平均支給額　　 千円 千円 １人当たり平均支給額 　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成17年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当 ※該当無し

（平成２０年４月１日現在）

千円

   円

一般行政職の制度（支給率）

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

（２２年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

帯 広 市 47.4 366,048 565,995

団 体 平 均 44.6 372,307 570,494

事 業 者

帯広市下水道事業 一般行政職

１人当たり平均支給額（平成19年度）

1,643 1,567

3.0 1.45 3.0 1.45
1.6 0.75 1.6 0.75

帯広市下水道事業 一般行政職

23.50 30.55 23.50 30.55
33.50 41.34 33.50 41.34
47.50 59.28 47.50 59.28
59.28 59.28 59.28 59.28

- - 16,326 26,393

支給実績（平成19年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成19年度決算）

支給対象地域 支給率 支給対象職員数

支給対象地域 支給率 一般行政職の制度（支給率）
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エ　特殊勤務手当（平成２０年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（平成２０年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

④定員管理の数値目標及び進捗状況

全会計で一括して策定しているため、公営企業としての策定分はないもの

    →6(3)②を参照

支給実績（平成19年度決算） 536

支給職員１人当たり平均支給年額（平成19年度決算） 53,598

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成19年度） 38.5

手当の種類（手当数） 4

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

1.危険現場手当
下水道施設課等で
該当する業務に従
事する職員

○道路上の作業
○交通を遮断しないで行う道路の維
持修繕又はマンホール等の作業
○地上10ｍ以上の高架水槽の検定
及び簡易専用水道の検査

日額300円
日額300円、ﾏﾝﾎｰﾙ500円

日額300円

2.清掃業務手当
下水道施設課で該
当する業務に従事
する職員

○下水終末処理場で下水処理を行う
技術職員

日額210円

3.料金等徴収手当
総務課等で該当す
る業務に従事する職
員

下水道受益者負担金・分担金の徴収 日額170円

4.特殊時間勤務手当

給排水課、水道施
設課等で該当する
業務に従事する職
員

予測されない不時の事故の出勤 1回800円

支 給 実 績 （ 平 成 19 年 度 決 算 ） 4,757

職員１人当たり平均支給年額（平成 19 年度決算） 216

一般行
政職の
制度と
の異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支 給 実 績 （ 平 成 18 年 度 決 算 ） 4,142

職員１人当たり平均支給年額（平成 18 年度決算） 188

支給実績 支給職員１人当たり

（平成19年度決算） 平均支給年額

3,040

（平成19年度決算）

扶養手当

配偶者13,000円
扶養親族2人まで　1人　6,000円
（扶養親族でない配偶者を有する場合、1人
目6,500円）

扶養親族3人目以降　1人6,000円
配偶者なし扶養親族1人目　11,000円
満16歳の年度当初から満22歳の年度末まで

の子1人につき、5,000円を加算。

同じ 4,440 千円 211,429

手　当　名 内容及び支給単価

126,667

通勤手当
交通機関利用者　55,000円を限度に支給
自動車その他交通用具利用者　通勤距離に
応じ定額を支給

同じ 1,913 千円 76,539

住居手当
借家等　19,000円を限度に支給。

持家　6,900円。
同じ

管理職手当

課長補佐職から部長職の特定した級号俸に
定率を乗じ支給
部長職　73,000円　調整監（次長職）

59,400円　課長職　54,600円　課長補佐職

45,300円

同じ 2,788

寒冷地手当

世帯主である職員
　扶養親族のある職員
　　　　　月額26,380円
　扶養親族のない職員
　　　　　月額14,580円
その他の職員
　　　　　月額10,340円
11月～翌年の3月までの5ヶ月

　　（H20まで経過措置あり）

同じ 3,125

児童手当
満9歳年度の児童を持つ職員に、一定の要件

の下、2人目まで1人5,000円/月、3人目以降

1人10,000円を支給。
同じ 830 千円 118,571

千円 696,900

千円 120,200

千円
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